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○ ● ● ●

②

③

③

②

③

○

●

教育委員会事務局事 務 事 業 名

事 業 期 間 開始年度 昭和33年度 終了年度 ５．ソフト事業

予 算 書 の 事 務 事 業 名 3.小学校健康保健事業

当面継続 業務分類

実 施 方 法

対
象
指
標

22

部 名 等

課 名 等

児童・教職員健康診断事業

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 31201203

23

コード３コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 611003 予算科目

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

001100201政策体系上の位置付け

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名学校教育係

政 策 名

目

１　明日を担う人づくり 款学校教育課 10．教育費

１．学校教育の充実

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

記 入 者 氏 名 田村　理子 １．学校総務費

２．小学校費

25年度

単
位

市内小学校児童及び教職員の健康診断の実施

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

24年度

実績 計画

市内小学校に通う児童
市内小学校に勤務する教職員(学校基本調査数）

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）
2,350① 市内小学校に通う児童数 人 2,398 2,350

市内小学校に勤務する教職員数 人 211 215 221 220 220

2,364 2,365

活
動
指
標

児童受診者数（全検診） 人①

② 対象指標②のうち健康診断を受けた者の教 人

2,398 2,364 2,365 2,350

200 170

2,350

170

予防接種（Ｂ型肝炎）受診者数 人 3 3 5 5 5

200 198

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。
①

児童受診率
（全検診受診者/全検診対象児童数）

％ 100.00

77.27 77.2790.50
教職員受診率
（活動指標②/対象指標②）

100.00100.00 100.00 100.00

％ 92.0994.79

財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

⑵地方債

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0

0

13,450

⑶その他（使用料・手数料等） 1,104 1,1001,035 1,012

(千円) 12,773

1,100

⑷一般財源 11,360 12,331 11,669 12,350 12,350

(千円)

13,450

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和３３年４月１０日学校保健法施行により実施。（Ｂ型肝炎は除く。） (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0 0

13,236

(千円)

12,395 13,343

1

200 200 200 200

1 1 1

14,291

841 841 841 841

14,184 13,614 14,291

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円)

未調査
今後、一人当りの単価把握は必要

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 4,205

把握している

把握していない

・規則正しい生活や望ましい食習慣により、元気に学校生活を送っています。
そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

なし

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

児童…心臓検診(小１)、尿・蟯虫検査（全児童）、貧血・生活習慣病予防検診（小５）、結核検診(全児童)
教職員…胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
教職員希望者…Ｂ型肝炎予防接種　　学校医への報酬支出
＊平成23年度の変更点

変更なし

4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（円＠時間)

教職員…業務の過密化や生徒指導等に係る問題が多様化する中、学校教育の質の維持向上、教職員の職務能率の向上と健康増進を図り、学校の組織力を
高めることを目的とした「とやま学校パワーアップ方針２００６」が県教育委員会で作成され、管理職による教職員の健康状態の把握、休暇取得の奨
励、業務の見直し等挙げられている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

学校の設置者である市が負担実施することが法で定められている。

○ 平均

低い

な
し

小学校の教育充実に向けて、児童及び教職員の健康保持増進は必要不可欠のものである。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

学校の設置者である市が負担実施することが法で定められている。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

健診書類作成については、かつては各学校において手作業で行っていたものを市教委事務局で一括電算処理をするよう
になったため、学校側での業務を含めると、現在の手段が効率的である。委託料等については、他市の状況を把握し
て、入札等の検討も。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

同上。

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

●

○

○ 終了 ○ 廃止

成果向上の余地あり② 有効性 適切 ○

○

○

○

○

○

適切 ○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

健康診断は必要である。

大 直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

該
当
し
な
い

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大
説
明

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入
学校保健安全法 ○

●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

○

説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

★　評価結果の総括と今後の方向性

● 目的廃止又は再設定の余地あり

●

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。（予算上、中学校とは別計上、委託契約は一
括）

③ 効率性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切

年度

○

●

● 適切

⑵　今後の事務事業の方向性

コスト削減の余地あり○

受益者負担の適正化の余地あり

年度平成 23 （平成 22

なし

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）
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○ ● ● ●

②

③

③

②

③

○

●

教育委員会事務局事 務 事 業 名

事 業 期 間 開始年度 昭和43年度 終了年度 ５．ソフト事業

予 算 書 の 事 務 事 業 名 3.中学校健康保健事業

当面継続 業務分類

実 施 方 法

対
象
指
標

22

部 名 等

課 名 等

生徒・教職員健康診断事業

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 31201204

23

コード３コード２部･課･係名等 コード１ 08020100 611003 予算科目

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

001100301政策体系上の位置付け

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 なし

施 策 名学校教育係

政 策 名

目

１　明日を担う人づくり 款学校教育課 10．教育費

１．学校教育の充実

電 話 番 号 0765-23-1044 基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

記 入 者 氏 名 田村　理子 １．学校総務費

３．中学校費

25年度

単
位

市内中学校生徒及び教職員の健康診断の実施

21年度 22年度 23年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

24年度

実績 計画

市内中学校に通う生徒
市内中学校に勤務する教職員

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）
1,180① 市内中学校に通う生徒数 人 1,222 1,180

市内中学校に勤務する教職員数 人 85 81 80 80 80

1,194 1,178

活
動
指
標

生徒受診者数（全検診） 人①

②
対象指標②のうち健康診断を受診した者の
数

人

1,222 1,194 1,178 1,180

75 75

1,180

75

対象指標②のうち予防接種を行った者の数 人 0 0 1 1 0

75 77

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

生徒・教職員の健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。
①

生徒受診率（全検診受診者/全検診対象生徒
数）

％ 99.50

93.75 93.7593.75
教職員受診率
（活動指標②/対象指標②）

99.5099.50 99.50 99.50

％ 95.0688.24

財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

⑵地方債

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

0

0

5,555

⑶その他（使用料・手数料等） 547 495515 497

(千円) 5,415

495

⑷一般財源 4,623 4,723 4,868 5,060 5,060

(千円)

5,555

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和３３年４月１０日学校保健法施行により実施。（Ｂ型肝炎は除く。） (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0 0

5,979

(千円)

5,138 5,220

1

200 200 200 200

1 1 1

6,396

841 841 841 841

6,061 6,256 6,396

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円)

未調査
今後、一人当りの単価把握は必要

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 4,205

把握している

把握していない

・規則正しい生活や望ましい食習慣により、元気に学校生活を送っています。
そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

なし

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

生徒…心臓検診（中１）、尿検査(全生徒)、貧血・生活習慣病予防検診(中２)、結核検診（全生徒）
教職員…胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
※教職員希望者…Ｂ型肝炎予防接種はなし。
＊平成23年度の変更点

変更なし

4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（円＠時間)

教職員…業務の過密化や生徒指導等に係る問題が多様化する中、学校教育の質の維持向上、教職員の職務能率の向上と健康増進を図り、学校の組織力を
高めることを目的とした「とやま学校パワーアップ方針２００６」が県教育委員会で作成され、管理職による教職員の健康状態の把握、休暇取得の奨
励、業務の見直し等挙げられている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

学校の設置者である市が負担実施することが法で定められている。

● 平均

低い

平
均

中学校の教育充実に向けて、生徒及び教職員の健康保持増進は必要不可欠のものである。
二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

学校の設置者である市が負担実施することが法で定められている。

不要
適正化の余地なし

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

健診書類作成については、かつては各学校において手作業で行っていたものを市教委事務局で一括電算処理をするよう
になったため、学校側での業務を含めると、現在の手段が効率的である。委託料等については、他市の状況を把握し
て、入札等の検討も。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

同上

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成24
年度）

なし コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

維持

○

●

○

○ 終了 ○ 廃止

成果向上の余地あり② 有効性 適切 ○

○

○

○

○

○

適切 ○

○

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

健康診断は必要である

大 直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

該
当
し
な
い

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大
説
明

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入
学校保健安全法 ○

●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

○

説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

★　評価結果の総括と今後の方向性

● 目的廃止又は再設定の余地あり

●

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。（予算上、中学校とは別計上、委託契約は一
括）

③ 効率性

○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ● 適切

年度

○

●

● 適切

⑵　今後の事務事業の方向性

コスト削減の余地あり○

受益者負担の適正化の余地あり

年度平成 23 （平成 22

なし

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

学校給食の調理・洗浄

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-2720

橘　美世一

課 名 等 学校給食センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営費

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09040100

事 務 事 業 名 学校給食運営事業

事 業 コ ー ド 31203201

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

611003

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

５．給食センター費

給食係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

学校給食
① 給食数 食 715,063 734,826 720,000 710,000 700,000

➡
活
動
指
標

学校給食の実施日数 日①

②

196 200 200 200200

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 学校給食の残食率 ％ 3.00 3.003.00 5.30 3.00

⑵地方債こ
の

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

健康で、豊かな人格、社会性を身につけた児童、生徒の育成

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 1 0

(千円) 0

⑷一般財源 86,609 82,391

(千円)

86,610 82,391 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和４９年に単独校方式から共同調理場方式として学校給食センターが設立された。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 88,292

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,682

400

1

1,682 0 0 0

84,073 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

学校給食の調理、洗浄等

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

栄養バランスのとれた、安全でおいしい給食をつくる。

県内全てにて実施。なし
把握している

把握していない

食育基本法などの制定により、食に対する関心が高まっている。近年、食品に関する偽装問題などがあり、食品に対する安全・安心を強く求められてい
る。平成２１年度から調理・洗浄業務を民間事業者に委託している。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

二次評価の要否

不要

異物混入等の未然防止に努めてきたが、ハンバーグ等業者から搬入される食品については、発見しにくく今後の課
題である。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

学校給食法第6条により、学校給食の運営に要する経費（人件費、施設設備に要する経費等）は設置者負担となってい
るので、食材費のみ負担している。

保護者が負担する給食費は、県内でも低いほうであり、今後も維持していくよう努める。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

学校給食を残さず食べることによって、健康で、豊かな人格、社会性を身につけた児童、生徒の育成につながる。

○

○

○

○

○

あり
説
明

献立、調理などの工夫、食生活の大切さや栄養バランス等食育に関する情報の啓発により、残食率を下げることは可能
である。

○

根拠法令等を記入
学校給食法（昭和29年法律第160号）第４条、第５条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

平成21年4月から人件費削減のため、調理・洗浄業務について、民間事業者に委託し、人件費の削減を行った。

調理、洗浄業務の委託先である民間事業者に対する業務委託の改善及び見直しを行う。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

平成21年4月から事業費削減のため、調理・洗浄業務について、民間事業者に委託している。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

低
い

小

献立、調理等の工夫により、さらに安全でおいしい給食を提供する。
節水、節電、エネルギー等の無駄を排し、維持管理費を下げる。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

センター改築後７年を経過し、厨房機器等に故障・不具合が増加傾向にある。

◆事業概要（どのような事業か）

給食施設・設備を衛生的で故障の発生しない状態にする。

給食数などにより施設・設備の規模などが違うため、他市との比較が難しいので調査してい
ない。

なし
把握している

把握していない

対
象

給食施設・設備の清掃及び点検、修繕を行う。

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

10,384 0 0 0

3,364 0 0 0

800

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,364

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 11,193

(千円)

7,829 7,020 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和49年の学校給食センター開設時より行っている。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

⑷一般財源 7,829 7,020

(千円)

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 0

(千円) 0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全でおいしい給食を提供できる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0.00 0.00 0.00 0.00① 施設・設備不備による給食提供遅延回数 回 0.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

3031 32 30 30

➡
活
動
指
標

修繕した設備等の数 箇所①

②

277 277 277 277① 給食設備等の数 個 277

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

学校給食センターの給食施設・設備

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

５．給食センター費

給食係

３．負担金・補助金 ４．市直営

611003

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 09040100

事 務 事 業 名 学校給食施設維持管理事業

事 業 コ ー ド 31203201

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 学校給食センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営費

開始年度 昭和49年 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

学校給食を提供するため、給食施設・設備の維持管理を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-2720

橘　美世一
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は、施設・設備の保守点検委託費、修繕料であり、削減の余地なし。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

施設・設備の維持管理を行うため、１人で対応しているので、これ以上の削減の余地なし。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
学校給食法（昭和29年法律第160号）第４条、第５条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

給食施設・設備を衛生的で故障の発生しない状態にすることによって、安全でおいしい給食を提供できる。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費（施設・設備等に要する経費）は、設置者負担となっているため。

学校給食法により、施設・設備等の維持管理に要する経費は、設置者負担となっているので、受益者負担はなし。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

機械等の故障や軽微な修理は業者任せにせず、自前で実施した。今後は、節水、節電、エネルギー等の無駄を排
し、維持管理費を下げる工夫が必要である。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

学校給食を各学校へ配送する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-2720

橘　美世一

課 名 等 学校給食センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 給食センター運営費

開始年度 昭和49年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09040100

事 務 事 業 名 学校給食配送事業

事 業 コ ー ド 31203201

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

611003

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

５．給食センター費

給食係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

学校給食
① 給食数 食 715,063 734,826 720,000 710,000 700,000

➡
活
動
指
標

学校給食を配送した回数 回①

②

196 200 200 200200

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 正確に配送した割合 ％ 100.00 100.00100.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

学校給食を各学校へ予定時間に配送することにより、安全でおいしい給食を提供できる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 0

(千円) 0

⑷一般財源 13,889 13,791

(千円)

13,889 13,791 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和49年の学校給食センター開設時より実施している。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 14,730

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 841

200

1

841 0 0 0

14,632 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

学校給食の食器、食缶などを学校へ配送及び回収。（民間委託）

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

学校給食を、各学校へ予定時間に配送、回収する。

配送業務は、すべての市で民間委託されている。なし
把握している

把握していない

学校給食センター運営費の経費節減を図るため、配送業務の民間委託を実施した。平成18年度には、効率化を図るため給食配送車を民間へ移管した。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

配送業者は、安全運転講習会の実施、飲酒検知器での確認など安全運転の徹底を図っている。今後もミーティング
や報告書等で安全確認が必要である。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 22

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費（配送業務等に要する経費）は、設置者負担となっているため、受益
者負担なし。

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費（配送業務等に要する経費）は、設置者負担となっているため、受益
者負担なし。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

予定時間に配送することによって、安全でおいしい給食を提供できる。

○

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
学校給食法（昭和29年法律第160号）第４条、第５条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

民間委託を行っているため、人件費削減の余地なし。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

民間委託を行い、効率的な運営を図っている。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

食品の安全安心のための質の向上、原油高などによる食材費の値上げは、学校給食会計の収支を厳しくしている。

◆事業概要（どのような事業か）

各学校から給食費を納期までに納入してもらう。
給食物資の代金を納期までに納入業者に支払う。

給食提供人数や給食費など他市との比較が難しいため、調査していない。保護者側からは、値上げしないよう要望されている。
把握している

把握していない

対
象

学校ごとの食数を確認し、給食費を請求する。
給食物資の納入を確認し、各業者に代金を支払う。

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

2,103 0 0 0

2,103 0 0 0

500

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,103

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和49年の給食センター開設時より行っている。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

⑷一般財源 0

(千円)

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

安全でおいしい給食が提供できる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00 100.00① 適正に経理事務がされた割合 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

197,339 196,591

196,000

千円

195,579 195,933 196,000 196,000

196,000 195,500 195,000

49 50 50

➡
活
動
指
標

年間給食費 千円①

② 業者への年間支払額

納入業者の登録数 社 50 48

17 17 17 17① 給食を提供している学校等の数 箇所 17

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・学校給食費
・給食物資の代金

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

５．給食センター費

給食係

３．負担金・補助金 ４．市直営

611003

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 09040100

事 務 事 業 名 学校給食会計経理事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 学校給食センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

学校給食費の請求・徴収、給食物資の支払など学校給食会計の経理を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-2720

橘　美世一
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

予算措置がないので、、削減の余地なし。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

職員１人で業務を行っているため、削減の余地なし。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
学校給食法（昭和29年法律第160号）第４条、第５条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

適正な経理事務を行うことによって、収支バランスがよくなり、安全でおいしい給食を提供できる。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費は、設置者負担となっているため、受益者負担なし。

学校給食法により、学校給食の運営に要する経費は、設置者負担となっているため、受益者負担なし。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

現在の金額は、平成13年度より変更されていない。野菜等の高騰が継続するようであれば、保護者・関係機関と協
議の上、値上げの必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

食の安全性や地産地消に関する意識が高まってきている。

◆事業概要（どのような事業か）

地場産食材を計画的に増やしていく。

県内の給食センターでも、地場産物を積極的に学校給食に取り入れている。なし
把握している

把握していない

対
象

学校給食に、地元で取れた新鮮で安全な地場産食材を取り入れた献立により提供。

＊平成23年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成22年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

421 0 0 0

421 0 0 0

100

1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 421

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 421

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

地元で取れた新鮮で安全な地場産食材を学校給食に使用することで、児童生徒に食に関心を持ってもらおうと、平成元年より実施している。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

⑷一般財源 0

(千円)

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

児童、生徒に郷土の特産、味への関心を高めてもらう

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

24.80 29.30 30.00 30.00① 地場産青果物の使用割合 ％ 30.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

31,00023,042 31,048 31,000 31,000

➡
活
動
指
標

地場産食材の使用数量 ㎏①

②

200 198 198 198① 学校給食の実施日数 日 196

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

地場産食材

25年度

単
位 21年度 22年度 23年度

実績

24年度

基 本 事 業 名 健やかな体を育む教育の推進

款

計画

10．教育費

区 分 なし

施 策 名 １．学校教育の充実

目

政 策 名

１．教育総務費

１　明日を担う人づくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

５．給食センター費

給食係

３．負担金・補助金 ４．市直営

611003

一般会計政策の柱 基４　人と文化を育むまちづくり 会計

予算科目 コード３ 001100105コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

23 22

コード１ 09040100

事 務 事 業 名 学校給食ふるさと食材活用事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 学校給食センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 平成元年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

学校給食に、地元で取れた新鮮で安全な地場産食材を提供する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-2720

橘　美世一
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

低
い

小

農林水産課や農協・漁協等の関係機関との連携により、農業生産者の作付計画や漁業者
と給食の献立調整を行い、より多くの地場産食材の活用を図っていく。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

市農林水産課で実施している「元気とふれあいの学校給食づくり事業」と連携し、生産者の作付計画等と給食の献立を
調整することによって、より多くの地場産食材の活用を図ることができる。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

予算措置がないので、削減の余地なし。
次年度
（平成24
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

職員１人で業務を行っているため、削減の余地なし。

現在、水産物食材は少ないが、関係者と協議し地産地消の拡大を図っていく。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

学校給食の献立で、多く利用されている食材（たまねぎ・にんじん・キャベツ等の野菜類及び魚類）を市内農業者・漁
業者等で計画的に生産・出荷してもらうことにより、地場産食材の使用量の向上が見込まれる。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

地場産物を取り入れることによって、児童、生徒に郷土の特産、味への関心を高めてもらう。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

学校給食会計の収支が適正であるため。

給食費は、県内でも低いほうであり、今後も維持に努めたい。

（平成 22

【必要性の評価】

平成 23 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

地場産グループの活躍により、目標である27％を大幅に上回った。県の目標値である30％は、県内産では30％を越
えている。今後、維持していくには創意工夫が必要である。
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